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告 示

鳥取県告示第692号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第89条の２第１項の規定に基づき､ 県営土地改良事業に係る東因幡地区

山崎工区の換地計画を定めたので､ 同条第４項において準用する同法第87条第５項の規定により告示し､ 次のと

おり縦覧に供する｡

平成12年12月15日

鳥取県知事 片 山 善 博

１ 縦覧に供する書類

換地計画書の写し

２ 縦覧に供する期間

平成12年12月18日から23日間

３ 縦覧に供する場所

国府町役場

４ 異議の申立て

利害関係人は､ この告示に係る換地計画について異議があるときは､ 縦覧期間満了の日の翌日から起算して

15日以内に知事に申し立てること｡

鳥取県告示第693号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第89条の２第１項の規定に基づき､ 県営土地改良事業に係る日光地区第

１工区の換地計画を定めたので､ 同条第４項において準用する同法第87条第５項の規定により告示し､ 次のとお

り縦覧に供する｡

平成12年12月15日

鳥取県知事 片 山 善 博
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１ 縦覧に供する書類

換地計画書の写し

２ 縦覧に供する期間

平成12年12月18日から23日間

３ 縦覧に供する場所

江府町役場

４ 異議の申立て

利害関係人は､ この告示に係る換地計画について異議があるときは､ 縦覧期間満了の日の翌日から起算して

15日以内に知事に申し立てること｡

教 育 委 員 会 告 示

鳥取県教育委員会告示第26号

定例教育委員会の会議を次のとおり招集した｡

平成12年12月15日

鳥取県教育委員会委員長 八 百 谷 � 江

１ 日時 平成12年12月19日 (火) 午後１時40分

２ 場所 鳥取市東町一丁目271 鳥取県庁教育委員会教育委員室

３ 議題

(１) 教育職員の免許状に関する規則の一部改正について

(２) その他

公 告

職員の任用に関する規則 (昭和27年鳥取県人事委員会規則第11号) 第17条第１項の規定に基づき､ 採用試験に

ついて､ 次のとおり公告する｡

平成12年12月15日

鳥取県人事委員会委員長 坂 田 賢 一 郎

１ 試験の名称

平成12年度鳥取県職員採用試験 (高校卒業程度・警察事務) (第２回)

２ 試験の区分及び採用予定者数
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試験の区分 採用予定者数

警察事務 ３ 名



(注) 採用予定者数については､ 今後の欠員等の状況により変更する場合がある｡

３ 対象となる職

警察署等に勤務する行政給料表１級の職員の職

４ 給与

この試験に合格し､ 採用された者には､ 原則として給料月額141,900円のほか諸手当が支給される｡

５ 受験資格

受験資格は､ 次のとおりとする｡ ただし､ 地方公務員法 (昭和25年法律第261号) 第16条の規定により地方

公務員となることができない者は､ 受験することができない｡

(１) 昭和52年４月２日から昭和58年４月１日までに生まれた者であること｡

(２) 日本国籍を有すること｡

６ 第一次試験

(１) 試験種目

教養試験 (多肢選択式) 及び適性試験 (多肢選択式)

なお､ 各試験の出題分野等は､ 別表のとおりとする｡

(２) 試験の期日

平成13年２月４日 (日)

(３) 試験の場所

鳥取県庁講堂 鳥取市東町一丁目220

米子市福祉保健総合センター 米子市錦町一丁目139－３

７ 第二次試験

(１) 試験の実施

第二次試験以降の最終合格発表等の手続を含め､ 鳥取県警察本部が実施する｡

(２) 試験種目

作文試験､ 面接試験 (人物についての個別面接)､ 適性検査及び健康診断

(３) 試験の期日

平成13年２月下旬 (予定)

(４) 試験の場所

鳥取県庁本庁舎 鳥取市東町一丁目220

８ 配点

９ 合格者の発表

(１) 第一次試験合格者

平成13年２月９日 (金) (予定) に鳥取県庁本庁舎及び第二庁舎並びに中部総合事務所及び西部総合事

務所の掲示板にその受験番号を掲示して発表するとともに､ インターネットのホームページ (とりネット)

に掲載する｡
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区 分 配 点

第一次試験 教養試験 264点

適性試験 36点

小 計 300点

第二次試験 作文試験 200点

面接試験 500点

小 計 700点

合 計 1,000点



なお､ 合格者には書面で通知することとし､ その際､ 第二次試験の期日についても併せて通知する｡

(２) 最終合格者

平成13年３月中旬 (予定) に鳥取県庁本庁舎及び第二庁舎並びに中部総合事務所及び西部総合事務所の

掲示板にその受験番号を掲示して発表するとともに､ インターネットのホームページ (とりネット) に掲載

する｡

なお､ 第二次試験の受験者全員に､ 結果を書面で通知する｡

10 採用の方法

最終合格者は､ 鳥取県警察本部長が作成する採用候補者名簿に成績順に登載された後､ その中から採用が決

定される｡

なお､ 採用は平成13年４月１日予定である｡

11 受験手続

(１) 受験申込書の交付

受験申込書は､ 鳥取県人事委員会事務局､ 県庁本庁舎受付､ 中部県民局及び西部県民局､ 八頭地方農林

振興局及び日野地方農林振興局並びに東京事務所及び大阪事務所において12月下旬から交付する｡

(２) 受験の申込み

受験希望者は､ 所定の受験申込書１部に所要事項を記入の上､ 鳥取県人事委員会事務局に提出又は郵送

すること｡

(３) 受付期間及び受付時間

ア 受付期間

平成13年１月15日 (月) から同年１月26日 (金) までの日 (日曜日及び土曜日を除く｡)

なお､ 郵送による申込みは､ 平成13年１月26日 (金) までの消印のあるものに限り受け付ける｡

イ 受付時間

午前８時30分から午後５時まで

12 試験結果の開示

(１) 開示の請求

この採用試験の結果については､ 鳥取県個人情報保護条例 (平成11年条例第３号) 第19条第１項の規定

により､ 次の表のとおり口頭で開示を請求することができる｡

なお､ この場合において､ 電話､ はがき等による請求では開示できないので､ 受験者本人 (本人が未成

年者の場合には法定代理人も可) が直接開示場所へ来ること｡

その際､ 受験者本人が請求する場合にあっては､ 運転免許証､ 学生証等写真により受験者本人が確認で

きるものを持参することとし､ 法定代理人が請求する場合にあっては､ 当該運転免許証等に加え､ 受験者本

人との続柄等を証明できるもの (健康保険証､ 戸籍謄本 (抄本) 等) 及び法定代理人本人が確認できるもの

を持参すること｡

また､ 希望者には､ 郵送による試験結果の通知を行うので､ 当該通知を希望する者は､ 第一次試験当日

に80円切手をはったあて先明記の通知用封筒を持参すること｡

(２) 開示の内容
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試 験 開示請求ができる者 開示期間 開示場所

第一次試験 第一次試験不合格者又はその法定代理人 (受験者本人が
未成年者の場合に限る｡)

合格発表日
から１月間

鳥取県人事委員会事務局

試験の区分 第一次試験受験者

不合格者のみ

警察事務 試験種目ごとの得点及び合格
得点並びに第一次試験の順位



13 その他

(１) 受験手続その他受験に関する問い合わせは､ 鳥取県人事委員会事務局 (〒680－8570 鳥取市東町一丁

目271 電話 0857－26－7553) に行うこと｡

(２) 受験申込書の請求､ 受験に関する問い合わせ等を郵便によって行う場合には､ 90円切手をはったあて先

明記の返信用封筒を同封すること｡

(３) 試験の詳細については､ 別に作成する受験案内を参照すること｡

別表

[教養試験出題分野一覧表]

[適性試験内容一覧表]

調 達 公 告

公募型指名競争入札を行うので､ 次のとおり公告する｡

平成12年12月15日

鳥取県知事 片 山 善 博

１ 工事の概要

(１) 工事名 一般国道313号 (北条倉吉道路) 道路改良工事 (米里１号橋上部工)

(２) 工事場所 東伯郡北条町米里

(３) 工事内容

本件工事は､ 一般国道313号 (北条倉吉道路) の橋りょう上部工を製作し､ 及び架設する工事である｡

(４) 工事の詳細

橋りょう上部工の製作及び架設

設 計 荷 重：Ｂ活荷重

上部工型式：５径間連続非合成ばん桁
げた

橋

橋 長：Ｌ＝194.5ｍ

支 間 長：44.175ｍ＋44.875ｍ＋31.500ｍ＋36.625ｍ＋35.925ｍ

幅 員：全体 Ｗ＝9.5～13.0ｍ

平 面 線 形：直線橋
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問題形式 内 容

多肢選択式 置換､ 照合､ 計算､ 分類等の比較的簡単な問題を限られ
た時間内でできるだけ数多く解答する検査

問題形式 出 題 分 野

多肢選択式 国語・社会・数学・理科・英語､ 文章理解､ 判断推理､
数的推理及び資料解釈



斜 角：橋台 (Ａ１及びＡ２) 及び橋脚 (Ｐ１及びＰ４) 90°

橋脚 (Ｐ２及びＰ３) 63°58�26�
架 設 工 法：クローラクレーンによるステージング架設

(５) 工期 平成13年１月から同年12月まで

(６) 予定価格 344,372,700円 (消費税及び地方消費税の額を含む｡)

２ 技術資料の提出ができる者

技術資料の提出ができる者は､ 次に掲げる事項をすべて満たす者とする｡

(１) 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第167条の４の規定に該当しない者であること｡

(２) 鋼構造物工事業について建設業法 (昭和24法律第100号) 第３条第６項に規定する特定建設業の許可を

受けていること｡

(３) 平成11年鳥取県告示第375号 (建設工事の指名競争入札に参加する者に必要な資格等について) に基づ

く入札参加資格のうち､ 鋼橋工事に係るものを有すること｡

(４) 建設業法第27条の23第２項に規定する経営事項審査 (審査基準日が平成10年10月１日から平成11年９月

30日までの間にあるものに限る｡) の結果における鋼橋上部工事の総合評点が1,100点以上であること｡

(５) 平成12年12月15日 (金) から同月25日 (月) までの間のいずれの日においても､ 鳥取県建設工事等入札

参加資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと｡

(６) 平成12年４月１日 (土) からおって通知する本件入札の日までの間のいずれの日においても､ 会社更生

法 (昭和27年法律第172号) の規定による更生手続開始の申立てが行われた者 (入札参加資格再認定の手続

を行っている者を除く｡) でないこと｡

(７) 平成３年度以降に､ 工事が完成し引き渡しが完了している連続鋼ばん桁
げた

橋 (道路橋に限る｡) 上部工の

桁
げた

製作から架設までの一連の工事 (以下 ｢同種工事｣ という｡) を元請けとして施工した実績があること｡

ただし､ 共同企業体の構成員として施工した実績については､ 出資比率が20パーセント以上のものに限る｡

(８) 本件工事の現地での架設期間については､ 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を専任で

配置できること｡

ア 平成３年度以降に同種工事を施工監理した実績を有する者であること｡

イ 主任技術者にあっては､ 建設業法第27条第１項の規定により実施される１級又は２級の土木施工管理の

検定に合格した者であること｡

ウ 監理技術者にあっては､ 鋼構造物工事業について建設業法第27条の18第１項に規定する監理技術者資格

者証の交付を受けている者であること｡

３ 技術資料の作成及び提出

(１) 技術資料作成要領の交付

技術資料作成要領は､ 次により希望者に直接交付するものとする｡

ア 交付期間及び時間

平成12年12月15日 (金) から同月25日 (月) までの日 (日曜日及び土曜日を除く｡) の午前９時から午

後４時まで

イ 交付場所

鳥取市東町一丁目220 鳥取県土木部管理課建設業係 (鳥取県庁本庁舎５階)

(２) 技術資料の提出

本件入札に参加を希望する者は､ 技術資料作成要領に基づき作成した技術資料を次により提出するものと

する｡

ア 提出期間及び時間並びに提出場所

(１)に同じ｡

イ 提出方法

持参すること｡
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(３) 技術資料の審査

提出された技術資料を基に､ 建設業者指名審査委員会に諮り審査し､ 競争入札参加者を指名するもとのと

する｡

４ その他

(１) 関連情報を入手するための照会窓口は､ 鳥取県土木部管理課建設業係 (電話番号0857－26－7347) とす

る｡

(２) 技術資料の提出は､ 入札参加の意向を確認するものであって､ 技術資料の提出があっても指名されると

は限らない｡

(３) 技術資料その他提出された書類は､ 返却しない｡

(４) 工事内容に関する説明会は､ 行わない｡

(５) 提出された技術資料は､ 提出した者に無断で本件入札以外の用途には使用しない｡

(６) 本件工事の落札者は､ １の (６) の予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者とす

る｡ ただし､ その者の入札価格によっては当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認め

られるとき､ 又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあると認めら

れるときは､ 当該予定価格の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者を落札者とすることがある｡
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